
 

宇陀市人権啓発活動推進本部要綱  

 

(設置) 

第１条 部落差別をはじめ、あらゆる差別を撤廃し、普遍的な人権文化を構築するため、人権問題に対す

る正しい理解と認識を培うよう、宇陀市職員が人権問題啓発の指導的役割を果たすとともに、啓発活動

の強化・充実を図ることを目的とし、宇陀市人権啓発活動推進本部(以下「推進本部」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第２条 推進本部は、次に掲げる事項を処理する。 

(1) 人権確立のための施策の総合調整に関すること。 

(2) 人権確立のための啓発に関すること。 

(3) 人権確立のための関係機関等との連絡調整に関すること。 

２ 推進本部は、目的達成のため必要があるときは、知識経験者及び関係機関、団体等の意見を求めるこ

とができる。 

(組織) 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部委員をもって組織する。 

２ 本部長は、市長をもって充てる。 

３ 副本部長は、副市長及び教育長をもって充て、副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があると

きは、本部長があらかじめ指名する副本部長がその職務を代理する。 

４ 本部委員は、次条第３項に定める職員及び第５条第３項に定める職員をもって充てる。 

(本部運営委員会) 

第４条 推進本部は、次条に規定する専門部会で研究協議した事項及び本部の運営に関する事項について

審議するため、本部運営委員会を置く。 

２ 本部長は、本部運営委員会の会議を招集し、本部長がその議長となる。   

３ 本部運営委員会の委員は、次長以上（宇陀市の職員の職の設置等に関する規則（平成１８年宇陀市規

則第２９号。以下「規則」という。）第３条第１項第１号に規定する部長、同条第２項第１号に規定する

参事及び次長並びに地域事務所長をいう。）の市職員とする。 

４ 本部運営委員会は、必要があると認めるときは、本部運営委員会に属しない本部委員又はその他の市

職員を会議に出席させて意見を聴くことができる。 

(専門部会) 

第５条 推進本部は、専門的な事項について研究協議するため、次の専門部会を置く。 

(1) 研修部会 職員研修の企画立案 

(2) 調査研究部会 啓発活動に必要な資料収集及び調査研究 

(3) 市民啓発部会 市民に対する人権教育・啓発事業の企画立案 

(4) 男女共同参画推進部会 男女共同参画を推進するための企画立案 

２ 専門部会は、部会長、副部会長及び部会員をもって組織する。 

３ 部会長、副部会長及び部会員は、市長が課長職（規則第３条第１項第２号に規定する課長、同項第３

号に規定する室長、同項第４号に規定する所長、同項第５号に規定する館長、同項第６号に規定する園

長及び同項第７号に規定する出納室長をいう。）の中から別に定める。 

４ 専門部会は、部会長が招集し、その議長となる。 



５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 専門部会は、必要があると認めるときは、当該専門部会に属しない本部委員又はその他の市職員を会

議に出席させて意見を聴くことができる。 

７ 専門部会は、研究協議した事項を本部長に報告しなければならない。 

(事務局等) 

第６条 推進本部の庶務を処理するため、推進本部に事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長及び事務局員を置く。 

３ 事務局長は、市民環境部人権推進課長をもって充て、事務局の事務を総括する。 

４ 事務局員は、市民環境部人権推進課職員をもって充てる。 

(その他) 

第７条 この告示に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

附 則（平成１８年宇陀市告示第５２号） 

 この告示は、平成１８年１月１日から施行する。 

   附 則（平成１８年宇陀市告示第１６５号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成１９年宇陀市告示第７６号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成２０年宇陀市告示第３７号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成２０年宇陀市告示第７８号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成２２年宇陀市告示第１４号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 

   附 則（平成２２年宇陀市告示第３２号） 

 この告示は、告示の日から施行する。 


